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オープンデータの意義・目的

「オープンデータ基本指針」では、公共データの活用を促進する意義・目的を、次のとおり
整理しています。

１.国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経済の活性化

２.行政の高度化・効率化

３.透明性・信頼性の向上

自治体においてオープンデータに取り組むに当たっては、上記の意義に加えて、公

共データの公開と利活用により地域の課題を解決するという視点を持つことも重

要です。



オープンデータ関連年表



オープンデータに関する政府の主な方針

電子行政オープンデータ戦略（平成24年7月IT総合戦略本部決定）

オープンデータの基本原則(積極的な公共データの公開、機械判読可能なデー
タ形式、営利目的含む二次利用の促進等)が記載されました。

オープンデータ2.0（平成28年5月IT総合戦略本部決定）

従来のデータ公開中心の取組みから「課題解決型オープンデータ」へ
2020年までを集中取組期間と定め、「一億総活躍社会の実現」、「2020年東
京オリパラ競技大会」等の政策が強化分野として指定されました。

オープンデータ基本指針（平成29年5月官民データ活用推進戦略会議決定）

オープンデータ・バイ・デザイン(※)の考えに基づき、官民が公共データの公
開及び活用に取り組む上での基本方針がまとめられました。

※行政が保有するデータについては、オープンデータを前提として情報システムや業務
プロセス全体の企画、整備及び運用を行う。



第11条
国及び地方公共団体は、自ら保有する官民データについて、
個人及び法人の権利利益、国の安全が害されることがない
ようにしつつ、国民がインターネットその他の高度情報通
信ネットワークを通じて容易に利用できるよう、必要な措
置を講ずるものとする。

官民データ活用推進基本法（平成28年12月14日）

国、地方公共団体が保有する官民データについて、国民がイン
ターネット等を通じて容易に利用できるよう措置を講じること
が義務付けられました。



世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画

令和２年度までに地方公共団体のオープンデータ取組率100％を目標
とすることが掲げられました。

都道府県は官民データ活用推進基本計画策定が義務付けられ、市町村
は努力義務とされました。

※平成31年3月11日時点で、1,788団体中、465団体が取組済み（26％）

官民データ活用の推進に関する5つの柱

１
手続きにおける情報通信の技術の利用等に係る取組
（オンライン化原則）

２
官民データの容易な利用等に係る取組
（オープンデータの推進）

３
個人番号カードの普及及び活用に係る取組
（マイナンバーカードの普及・活用）

４
利用の機会等の格差の是正に係る取組
（デジタルデバイド対策等）

５
情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組
（クラウド化による経費削減、業務継続性の確保 等）
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新潟県オープンデータ利用規約制定（H26）



オープンデータリンク集公開（H28.1～）



県の保有するオープンデータ



データの棚卸実施（H30）

調査概要

■調査目的

オープンデータ化の推進に向けたデータの取り扱いを整理するとともに、各所属が保有するデータに関する情
報を全庁で共有すること。

■調査期間

平成30年9～10月

■調査対象

各所属（地域機関分を含む）が所掌する事務において保有している以下のデータ

○法令等において規定される行政手続から得られるデータ

○統計・アンケート等の結果

○検査・測定・発生状況等調査の結果

○関連のある施設・窓口・イベント・支援制度等の一覧・台帳

■主な調査項目

・データの公開状況（オープンデータ・公開・非公開の別、ファイル形式、更新頻度）

・オープンデータ化未対応・非公開の理由

■結果共有

平成31年3月にとりまとめ、庁内に向けて通知済。

合理的な理由なくOD化していないデータの公開を目指します。



新潟県内オープンデータ取組状況

•政府CIOポータル掲載 オープンデータ取組済自治体一覧（平成31年３月11日時点）

新潟市、長岡市、三条市、新発田市、十日町市、見附市、糸魚川市、上越市

•政府CIOポータル未掲載 オープンデータ取組済自治体（平成31年３月11日以降反映）

妙高市、燕市（平成31年1月9日オープンデータ化支援研修受講）

政府CIOポータル
※平成31年３月11日時点

令和元年6月現在
10／30市町村



市町村向け研修開催

主催：信越総合通信局、新潟県
日時：平成30年11月28日
対象：14団体
概要：地域でオープンデータを推進する人材を育成

オープンデータリーダー育成研修

主催：信越総合通信局、新潟県
日時：平成31年1月9日
対象：燕市
概要：意識が高い団体において、オープン
データ化を支援する庁内研修を実施

オープンデータ化支援研修

主催：新潟県
日時：平成31年1月23日
対象：聖籠町
概要：県単独で追加研修

県主催追加開催

今後の研修予定

令和元年秋頃に、県内のOD未取組み団体に対して県主催の研修を開催予定。



新潟県の今後の取組み

オープンデータの推進

 マニュアルの整備
 庁内人材の育成
 データ分類方法の見直し
 データの充実

 市町村向け研修の実施

市町村への取組支援

公開可能なデータのオープン化による「量」・利用しやすい形式の
「質」を共に高めます。

市町村の人材育成を支援し、取組自治体の増加を目指します。



令和元年度の取組み予定

令和元年度予定スケジュール

庁内マニュアル整備
職員向け
研修

棚卸しデータからOD化候補の洗い出し

順次OD化

魚沼市
研修

市町村向け
研修


